















































2　 山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟 1 とは
2-1. 山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟とは
　山小屋経営者Ａ 2は、富山県、長野県、岐阜県の県境付近の標高 3,000ｍ級の山々からなる中部山岳国立公
園 3とよばれる山岳地域で、三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋、湯俣山荘の 4ヶ所 4の山小屋経営を行っている。
三俣山荘敷地は 1946年頃、水晶小屋敷地は 1947年頃、雲ノ平山荘敷地および湯俣山荘敷地は 1957年頃から
使用を開始した。
　山小屋経営者Ａは、1977年頃までは国有林野法 5（1951年 6月 23日法律第 246号）に基づく賃借契約によ
り国有林野を使用し、1977年頃からは、国有財産法（1948年 6月 30日法律第 73号）第 18条 3項 6に基づく
使用許可を得て使用していた。使用許可は、3年の使用許可期間を定めてなされており、山小屋経営者Ａは 3
年ごとに国有林野の使用許可を受けていた。山小屋経営者Ａが経営する 4ヶ所のうち三俣山荘、雲ノ平山荘、
水晶小屋の 3ヶ所は富山営林署 7所管、そして湯俣山荘は大町営林署 8所管の国有林野内にある。
表 1-1：山小屋経営者Ａが経営する山小屋の所管















3　 中部山岳国立公園は 1934年 12月 4日に誕生し、新潟県、富山県、長野県、岐阜県の 4県をまたがる国立公園である。
4　 各小屋の敷地面積は、三俣山荘 1,449㎡、雲ノ平山荘 1,326㎡、水晶小屋 242㎡、湯俣山荘 279㎡
5　 現行の名称は、国有林野の管理経営に関する法律（1951年 6月 23日法律第 246号）である。





7　 富山営林署は、1999年 3月 1日に富山森林管理署に組織変更された。ここでは組織変更前の富山営林署で表記する。












ーション事業用地使用料取扱横領」を受けるものであるが、その適用開始時期は 1984年 1月 11日付け林野庁
長官通達「『貸付け、部分林、共用林野等の取扱いについて』等の一部改正について」により、1985年 4月 1
日以降の使用許可の更新時 11から適用されることとされた。






　1986年 3月 1日に山小屋経営者Ａは富山国有林野について、4月 1日以降の使用許可を求める申請書を富山
営林署長に提出した。国有林野管理事務取扱細則により使用料は全納されるべきこととされていたため、富山








表 1-2：富山国有林野の使用許可内容（1986年 4月 1日～ 1989年 3月 31日）





表 1-3：湯俣山荘敷地使用許可内容（1986年 4月 1日～ 1989年 3月 31日）
 
出典：『判例タイムズ』，1064，2001年 9月 15日号，156頁を基に筆者作成。
















は国有林野の使用を許再することができないのであらかじめ知らせておく旨の文書を 1989年 3月 29日付けで
通知した。そして、大町営林署長は 1989年 3月 29日付け不許可処分通知書をもって、山小屋経営者Ａの湯俣
 
10　 旅館業法（1948年 7月 12日法律第 138号）第 2条の旅館業をいう。






13　 「1991年（行ウ）第 1号国有地使用不許可処分取消請求事件準備書面（1）（富山営林署長）」1991年 6月 21日を参照。
14　 1986年 4月 1日から 1987年 3月 31日まで
15　 1985年 1月 1日から 12月 31日まで
16　 「行政不服審査申立書」1989年 5月 26日を参照。
17　 「2003年（行サ）第 1号国有地使用に関する不許可処分取消・国有林野継続使用不許可処分取消請求上告事件（山小屋
経営者Ａ側）」2003年 6月 3日，32頁を参照。
18　 この供託については、物件使用料等請求事件が関連事件である。富山地判 1999年 12月 13日・1995年（ワ）第 23号，
1頁 -49頁、名古屋高判 2003年 3月 26日・2000年（ネ）第 11号，1頁 -27頁が参考になる。
19　 山小屋経営者Ａが自費で開拓した登山道（2011年 3月 25日、山小屋経営者Ａへのヒアリングによる）



























21　 三俣山荘撤去命令を撤回させる会編，1995，「資料 3 三俣山荘撤去命令問題をめぐる経過」三俣山荘撤去命令を撤回させ
る会編『山小屋はいらないのか』リベルタ出版， 212頁を参照。











































26　 2001年 1月 6日に中央省庁再編により、環境庁から環境省へと改組された。当時は環境庁だったため、ここでは環境庁
で表す。









































28　国有財産法（1948年 6月 30日法律第 73号）第 18条 1項
　　 行政財産は、貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、信託し、もしくは出資の目的とし、または私権を設定することが
できない。























年 3月 28日農林省訓令第 25号）によるもののとされている。国有林野管理規定 22条およびこれを具体化し




























出典：富山地判 1999年 12月 13日・1991年（行ウ）第 1号、1994年（行ウ）第 5号を基に筆者作成。
　1999年 12月 13日、富山地方裁判所裁判長は、山小屋経営者Ａの訴えを退け 30次のとおり判決を出した。
　第 1に、山小屋経営者Ａが富山森林管理署長 31に対する 1989年 4月 1日から 2001年 3月末日までの国有
林野の使用を許可するよう求める訴えを却下する。中信森林管理署長 32に対する 1989年 4月 1日から 2001
年 3月末日の国有林野の使用を許可するよう求める訴えを、却下する。　　
　第 2に、富山森林管理署長が山小屋経営者Ａに対して 1989年 3月 28日付けでした各国有林野の使用不許可




















31　 富山営林署は、1999年 3月 1日に富山森林管理署に組織変更された。また、1999年 3月 1日より同日までに営林署長が
した処分はそれに対応する森林管理署長がした処分とみなされることとなった。この結果、富山営林署長がした処分は、
富山森林管理署長がした処分とみなされた















　第 2に、富山営林署長が、山小屋経営者Ａに対して 1989年 3月 28日付けでした三俣山荘、雲ノ平山荘、水
晶小屋の各国有林野の使用不許可処分を取り消す。















　富山営林署長が山小屋経営者Ａに対して 1989年 3月 28日付けでした富山国有林野の使用不許可処分、およ











争 点 2：実体的違法 1.（略）……主張のような事情のもとでも、合理的根拠のある限り、変更が許されないわ
けではない。
争 点 2：実体的違法 2.（略）……山小屋経営者Ａの主張は、所轄行政庁（林野庁）の政策的配慮のないことの
不当をいうに過ぎず、採用することができない。
争 点 2：実体的違法 3.（略）……山小屋経営者Ａは、収益方式の損益分岐点率が旅館業で 60パーセントと固
定されていることを非難するが、本件収益方式における損益分岐点率は、会計学上とは異なる独自の概念で
あるから、山小屋経営者Ａの主張はその前提において失当である。


























したが、2004年 12月 7日に最高裁判所第 3小法廷は「上告を受理すべき事由 45に該当しない」46と判断し、
山小屋経営者Ａの上告を棄却し、山小屋経営者Ａが敗訴の 1審、2審の判決が確定した 47。
　山小屋経営者Ａは、「今後営業報告書を提出し、収益方式に基づいて山小屋地代を支払っていく所存である
























































　署名活動は 2000年 4月から行い 54、林野庁長官宛てに三俣山荘の撤去命令を撤回せよという内容に約 2万




























59　 2011年 8月 5日、三俣山荘撤去命令を撤回させる会事務局長（当時）へのヒアリングによる。
60　 2011年 8月 5日、三俣山荘撤去命令を撤回させる会事務局長（当時）へのヒアリングによる。
61　 2011年 12月 30日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる。
































































・「富山地判 1999年 12月 13日・1991年（行ウ）第 1号、1994年（行ウ）第 5号」（裁判所がホームページ上 
　に公開している資料。ホームページにアクセスして得た資料）
・「名古屋高判 2003年 3月 26日・2000年（行コ）第 1号」1-55.
・「名古屋高判 2003年 3月 26日・2000年（ネ）第 11号」1-27.
三俣山荘撤去命令を撤回させる会資料
・「三俣山荘撤去命令を撤回させる会第 5回総会資料」2001年 5月 26日．
参考ホームページ
・三俣診療班ホームページ（アクセス：2011年 4月 8日）
　（http://kc.hospital.okayama-u.ac.jp/~mitsumata/）旧ホームページ
付記
　本稿は、筆者の修士論文『国立公園の管理と山小屋の役割 -中部山岳国立公園における山小屋の国有地使用
料をめぐる訴訟を事例として -』の一部を加筆訂正したものである。
　論文執筆にあたり、ご助言とご協力をいただいた方々に感謝申し上げる。
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